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北上市特定乳児等通園支援事業者の確認等規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」とい

う。）、子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第2 1 3号）及び子ども・子育

て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号。以下「府令」という。）に定めるも

ののほか、特定乳児等通園支援事業者の確認及び業務管理体制の整備に関する事項

の届出に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（確認の申請） 

第２条 府令第44条の２において準用する府令第39条に定める特定乳児等通園支援事

業者の確認の申請書又は書類は、次の各号に定めるところによる。 

(1)  特定乳児等通園支援事業者確認申請書（様式第１号） 

(2)  職員に関する調書（様式第２号） 

(3)  誓約書（様式第３号） 

２ 市長は、府令第44条の２において準用する府令第39条の規定による特定乳児等通

園支援事業者の確認の申請書の提出があった場合は、内容を審査し、法第54条の２

第１項の特定乳児等通園支援事業者として確認したときは、特定乳児等通園支援事

業者確認通知書（様式第４号）により、確認できなかったときは、その旨を通知す

るものとする。 

（利用定員の増加に係る確認の変更の申請） 

第３条 利用定員の増加に係る府令第44条の２において準用する府令第40条に定める

特定乳児等通園支援事業者の確認の変更の申請書又は書類は、特定乳児等通園支援 

事業者確認変更申請書（様式第５号）及び職員に関する調書による。 

２ 前条第２項の規定は、府令第44条の２において準用する府令第40条の規定による

特定乳児等通園支援事業者の確認の変更の申請について準用する。 

（利用定員の減少の届出） 

第４条 府令第44条の２において準用する府令第40条の規定による変更のうち、利用

定員の減少の届出の書類は、特定乳児等通園支援事業者確認変更届出書（利用定員

の減少）（様式第６号）によるものとする。 

（利用定員以外の変更の届出） 

第５条 府令第44条の２において準用する府令第40条の規定による変更のうち、利用

定員以外の変更の届出は、特定乳児等通園支援事業者確認変更届出書（利用定員の

変更以外）（様式第７号）により行うものとする。 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第６条 府令第46条第１項に規定する特定教育・保育提供者（特定乳児等通園支援事

業者に限る。）の業務管理体制の整備に関する事項の届書は、特定教育・保育提供
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者業務管理体制整備届出書（様式第８号）によるものとする。 

２ 府令第46条第２項の規定による変更の届出は、特定教育・保育提供者業務管理体

制変更届出書（様式第９号）により行うものとする。 

３ 府令第46条第３項の規定による法第55条第２項に掲げる区分の変更の届出は、特

定教育・保育提供者業務管理体制整備届出書により行うものとする。 

（補則） 

第７条 この規則の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 （北上市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等規則の一部改正） 

２ 北上市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等規則（平成27年北

上市規則第11号）の一部を次のように改正する。 
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改正前 改正後 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第10条 府令第46条第１項に規定する特定教育・保育提供者の

業務管理体制の整備に関する事項の届書は、特定教育・保育

提供者業務管理体制整備届出書（様式第８号）によるものと

する。 

 

２・３ ［略］ 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第10条 府令第46条第１項に規定する特定教育・保育提供者（

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者に限る。）の

業務管理体制の整備に関する事項の届書は、特定教育・保育

提供者業務管理体制整備届出書（様式第８号）によるものと

する。 

２・３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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様式第１号（第２条関係） 

年   月   日 

北上市長    様 

住所又は所在地             

氏 名 又 は 名 称             

及び代表者氏名             

 

特定乳児等通園支援事業者確認申請書 

 

子ども・子育て支援法第54条の２第２項の規定による確認を受けたいので、次の

とおり、関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 事業所の名称 

 

 

２ 事業所の所在地（主たる事務所の所在地） 

 

 

３ 事業区分   

 

 

４ 事業開始の予定年月日 
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様式第２号（第２条、第３条関係） 

 

職員に関する調書 

職員一覧 

職名 氏  名 資格種類 
月当たり 

勤務時間数 
雇用形態 
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様式第３号（第２条関係） 

 

誓 約 書 

 子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第54条の２の規定による確認の

申請をするに当たり、次の事項を誓約します。 

誓約者（申請者及びその役員又はその長及び管理者） 

役職名 氏名 生年月日 住所 

    

    

    

    

    

    

    

    

記 

１ 申請者は、法第54条の３において準用する法第52条第２項に掲げる者ではありま

せん。 

２ 申請者の役員又はその長は、児童福祉法第34条の15第４項各号に掲げる者ではあ

りません。 
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様式第４号（第２条、第３条関係） 

年 月 日 

 

       様 

 

北上市長       印  

       

特定乳児等通園支援事業者確認通知書 

 

    年 月 日付けで申請のあった特定乳児等通園支援事業者の確認をしまし

た。 

施 設 （ 事 業 所 ） の 名 称  

施設（事業所）の所在地 
 

 

事 業 区 分  

事 業 者 番 号  
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様式第５号（第３条関係） 

年  月  日 

北上市長 様 

住所又は所在地             

氏 名 又 は 名 称             

及び代表者氏名             

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更申請書 

 

子ども・子育て支援法第54条の２第１項の確認において定めた利用定員を増加した

いので、同法第54条の３において準用する同法第44条の規定に基づき、関係書類を添

えて申請します。 

 

１ 事業所の名称等 

事 業 所 の 名 称   

事 業 所 の 所 在 地 

 

 

電 話:      

 

２ 利用定員を増加しようとする理由等 

変更前の利用定員 （人） 変更後（増加）の利用定員 （人） 

 （参考）  （参考） 

０～２歳 ０歳 １歳 ２歳 ０～２歳 ０歳 １歳 ２歳 

        

利 用 定 員 を 増 加 

しようとする理由 
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様式第６号（第４条関係） 

年  月  日 

北上市長 様 

住所又は所在地             

氏 名 又 は 名 称             

及び代表者氏名             

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更届出書（利用定員の減少） 

 

子ども・子育て支援法第54条の２第１項の確認において定めた利用定員を減少した

いので、同法第54条の３において準用する同法第47条の規定に基づき、届け出ます。 

 

１ 事業所の名称等 

事 業 所 の 名 称   

事 業 所 の 所 在 地 

 

 

電 話:      

 

２ 利用定員を減少しようとする理由等 

変更前の利用定員 （人） 変更後（減少）の利用定員 （人） 

 （参考）  （参考） 

０～２歳 ０歳 １歳 ２歳 ０～２歳 ０歳 １歳 ２歳 

        

現に利用している

小学校就学前子ど

も に 対 す る 措 置 

 

利用定員を減少し

ようとする年月日 
 

利 用 定 員 を 減 少 

しようとする理由 
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様式第７号（第５条関係） 

年  月  日 

北上市長 様 

住所又は所在地             

氏 名 又 は 名 称             

及び代表者氏名             

 

特定乳児等通園支援事業者確認変更届出書（利用定員の変更以外） 

 

子ども・子育て支援法第54条の２第１項の規定による確認を受けた事項に変更があ

ったので、同法第54条の３において準用する同法第47条の規定に基づき、関係書類を

添えて届け出ます。 

１ 事業所の名称等 

事 業 所 の 名 称   

事 業 所 の 所 在 地 

 

 

電 話:      

メール：  

 

２ 変更事項 

変更事項 

 事業所の名称 

 事業所の場所（所在地） 

 設置者（申請者）の名称、主たる事務所の所在地 

 代表者の氏名、生年月日及び職名 

 代表者の住所 

 設置者（申請者）の定款、寄附行為及び登記事項証明書 等 

 
建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示したもの） 並びに設備

の概要 
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 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

 運営規程 

 乳児等支援給付費及び特例乳児等支援給付費の請求に関する事項 

 役員の氏名、生年月日及び住所 

備考 該当項目番号に○を付けてください 

 

３ 変更内容 

変更内容 

変更年月日 年    月    日 

変 更 前  

変 更 後  

変更の理由  
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様式第８号（第６条関係） 

年  月  日  

北上市長 様 

住所又は所在地             

氏 名 又 は 名 称             

及び代表者氏名             

 

特定教育・保育提供者業務管理体制整備届出書 

 

業務管理体制の整備に関する事項について、次のとおり、関係書類を添えて届け

出ます。 

1 届出の内容 

 
 

（1） 業務管理体制の整備に関する事項の届出 

（2） 区分の変更 

２ 

事
業
者 

名 称 又 は 氏 名 
  
  

住 所 
（主たる事務
所の所在地） 

 

連 絡 先 電 話 番 号   

法 人 の 種 別   

代表者の職
名・氏名・生
年月日 

職
名 

  
氏 名 

  
生年 
月日 

 年 月 日 

代 表 者 の 住 所 
 

３ 施設名称等
及び所在地 

施設名称 確認年月日 事業者番号 所在地 

 
      

４ 子ども・子
育て支援法施
行規則第46条
第1項に基づく
届出事項 

第2号 
法 令 遵 守 責 任 者 の 氏 名 生 年 月 日 

    

第3号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要  

第4号 業務執行の状況の監査の方法の概要  

５ 区分変更 

区分変更前行政機関名称
、担当部（局）課 

 

事業者番号  

区分変更の理由  

区分変更後行政機関名称
、担当部（局）課 

 

区分変更日      年  月  日 
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様式第９号（第６条関係） 

年  月  日  

北上市長 様 

住所又は所在地             

氏 名 又 は 名 称             

及び代表者氏名             

 

特定教育・保育提供者業務管理体制変更届出書 

 

業務管理体制の整備に関する事項の変更について、次のとおり、関係書類を添え

て届け出ます。 

１ 事業者の名称又は氏名 

２ 主たる事務所の所在地 

３ 代表者の氏名及び生年月日 

４ 代表者の住所及び職名 

５ 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

６ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

７ 業務執行の状況の監査の方法の概要 

備考 該当項目番号に○を付けてください。 

 
 

変 更 の 内 容 

（変更前） 

（変更後） 

 


